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１．１４年３月期の連結業績（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）

（１）連結経営成績                                                 (注) 金額は百万円未満切捨

営 業 収 益          営 業 利 益          経 常 利 益          

14年 3月期

13年 3月期

　　　　　 百万円      ％

　　118,515        0.3

　　118,166　      0.3

　　　　 百万円　　　　％

　　2,458          2.3

　　2,404　     △ 0.3

　　　　 百万円　 　　％

　　2,844    　　 1.2

　　2,810　    △ 7.4

当 期 純 利 益
１株当たり

当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株 主 資 本      

当期純利益率
総  資  本

経常利益率

営 業 収 益     

経常利益率

14年 3月期

13年 3月期

　　　百万円     ％

      720       －

 △ 8,786 　　　－

　  円 　銭

　 7  38

△90　02

　  　円 　　銭

　  　

 　　 　 ％

 　　1.5

 △ 17.0

　　　　％

　　2.4

　　2.2

　　　　％

　　2.4

　　2.4
（注） ①持分法投資損益    14 年 3 月期      134 百万円  13 年 3 月期       86 百万円

　　　　②期中平均株式数（連結） 14 年 3 月期   97,607,386 株   13 年 3 月期   97,608,958 株

　　　　③会計処理の方法の変更　　　無

　　　　④営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパ－セント表示は、対前期増減率

（２）連結財政状態

総　資　産 株　主　資　本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

14年 3月期

13年 3月期

　　　  　　 百万円

120,758

120,695

　　 　　    百万円

47,169

47,112

　　　　　　％

39.1

39.0

　　 　　円 　　銭

　　　483    29

　　　482　　66
（注）期末発行済株式数（連結） 14 年 3 月期   97,601,770 株    13 年 3 月期   97,609,567 株

（３）連結キャッシュ・フロ－の状況
営 業 活 動 に よ る         

キャッシュ・フロ－

投 資 活 動 に よ る         

キャッシュ・フロ－

財 務 活 動 に よ る         

キャッシュ・フロ－

現金及び現金同等物

期 末 残 高         

14年 3月期

13年 3月期

　　　　 　 百万円

       6,180

       6,288

　 　　　　  百万円

    △　1,097

        1,587

　　　 　　 百万円

   △　1,096

   △ 13,670

　　 　　　 百万円

      15,172

      11,186

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
　　　　　連結子会社数　25 社　　持分法適用非連結子会社数　－社　　持分法適用関連会社数   9 社

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況
　　　　　連結　 （新規）  －社　（除外）  －社　    　持分法　 （新規）  －社　（除外）　1社

２．１５年 ３月期の連結業績予想（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日）

営  業  収  益          経  常  利  益          当　期　純　利　益

中 間 期     

通 期     

　　　　　　　　百万円

          58,700

         118,500

　　　　　　　　百万円

           1,400

           2,900

　　　　　　　　百万円

　600

1,400

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  14 円 34 銭

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今

後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。



 － １ －

１．企 業 集 団 の 状 況            

　　当社の企業集団は、当社、子会社 25 社及び関連会社 9 社の計 35 社で構成しており、オールトナミグループとして

総合物流事業の展開を図っております。

　総合物流事業の展開は、貨物輸送並びにそれに付帯する業務を中心に行う物流関連事業と、物品販売等を中心に行

うその他事業に区分されております。

　

事 業 区 分 営業収益区分 主    要     な     会    社

貨 物 自 動 車       

運 送 事 業       

当社、関東トナミ運輸(株)、呉西トナミ運輸(株)、大阪トナミ運輸(株)、

その他子会社 14 社

東砺運輸(株)、その他関連会社 3 社 ( 計 22社)     

貨 物 運 送       

取 扱 事 業       

当社、関東トナミ運輸(株)、呉西トナミ運輸(株)、大阪トナミ運輸(株)、

その他子会社 13 社

東砺運輸(株)、その他関連会社 6 社 ( 計 24社)     

倉 庫 業       
当社、関東トナミ運輸(株)、その他子会社 3 社

ワイ・ケイ物流(株)、その他関連会社 1 社 ( 計  7社)     

物流関連事業

港湾運送事業       日本運輸(株) ( 計  1社)     

自動車修理業       当社 (計  1社)     

損害保険代理業 当社、トナミ商事(株) ( 計  2社)     

物品販売並びに

委 託 売 買 業       
当社、トナミ商事(株)、その他子会社 5 社 ( 計  7社)     

総合リース業       トナミ商事(株) ( 計  1社)     

旅 行 業       トナミ商事(株) ( 計  1社)     

ダ イ レ ク ト       

メ ー ル 業       
関東トナミ運輸(株) ( 計  1社)     

旅 館 業       庄川観光(株) ( 計  1社)     

その他事業      

そ の 他 事 業       (株)ジェスコ、その他関連会社 1 社 ( 計  2社)     



－ ２ －

事業の系統図は次のとおりであります。

得 意 先                  

・自 動 車 修 理       

・集 荷 ・ 配 達       ・損害保険契約       

販 販 ・物 品 販 売       

・貨 物 保 管       ・総 合 リ ー ス       

売 売 ・旅行サービス       

                    ・港湾運送事業                                               ・ダイレクトメール発送

・ 旅 館 業       

当　　　　　　　　　　　　　　　　社

物 流 関 連 事 業          そ の 他 事 業          

・連絡運輸 ・連絡運輸 ・損害保険契約 ・自動車修理      

販
・運送委託

仕
・運送委託

販
・物 品 販 売      仕 ・損害保険契約

・貨物保管 ・貨物保管 ・総合リース      ・物 品 販 売      

売 入 売 ・旅行サービス 入

※子 会 社      ※子 会 社      ※子 会 社      ※子 会 社      

関東トナミ運輸㈱ 関東トナミ運輸㈱ ト ナ ミ 商 事 ㈱        関東トナミ運輸㈱

呉西トナミ運輸㈱ 呉西トナミ運輸㈱ 関東トナミ運輸㈱ 呉西トナミ運輸㈱
大阪トナミ運輸㈱ 大阪トナミ運輸㈱ 東洋ゴム北陸販売㈱          大阪トナミ運輸㈱

湘南トナミ運輸㈱ 湘南トナミ運輸㈱ とやま地酒販売㈱ 湘南トナミ運輸㈱
茨城トナミ運輸㈱ 茨城トナミ運輸㈱ ㈱ト－ヨ－タイヤ 茨城トナミ運輸㈱

福井トナミ運輸㈱ 福井トナミ運輸㈱ 　  　富山ショップ 福井トナミ運輸㈱
石川トナミ運輸㈱ 石川トナミ運輸㈱ 東洋シンソウ㈱        石川トナミ運輸㈱

神奈川トナミ運輸㈱          神奈川トナミ運輸㈱          ※関 連 会 社                神奈川トナミ運輸㈱          

関西トナミ運輸㈱ 関西トナミ運輸㈱ ㈱ ジ ェ ス コ        関西トナミ運輸㈱
全 ト 運 輸 ㈱        ト ナ ミ 商 事 ㈱              高岡ケーブル                  ト ナ ミ 商 事 ㈱        

      武 生 通 運 ㈱                      全 ト 運 輸 ㈱                  ネットワーク㈱ 全 ト 運 輸 ㈱        
河 合 運 送 ㈱        武 生 通 運 ㈱        武 生 通 運 ㈱        

中京トナミ運輸㈱ 河 合 運 送 ㈱        　　　　開発研究部門 河 合 運 送 ㈱        
埼玉トナミ運輸㈱ 中京トナミ運輸㈱ 中京トナミ運輸㈱

エイティエス㈱        埼玉トナミ運輸㈱        ※子 会 社      　　 埼玉トナミ運輸㈱
新潟トナミ運輸㈱ エイティエス㈱                      ㈱トナミ自動車 エイティエス㈱        

日 本 運 輸 ㈱        新潟トナミ運輸㈱     科学研究所      新潟トナミ運輸㈱

国際共同物流㈱        日 本 運 輸 ㈱        日 本 運 輸 ㈱        
※関 連 会 社      国際共同物流㈱        国際共同物流㈱        

エアボーン 東洋ゴム北陸販売㈱          東洋ゴム北陸販売㈱          
   エクスプレス㈱        ※関 連 会 社      庄 川 観 光 ㈱        

東 砺 運 輸 ㈱        エアボーン とやま地酒販売㈱
ワイ・ケイ物流㈱ 　 エクスプレス㈱        ㈱ト－ヨ－タイヤ

北海道トナミ運輸㈱          東 砺 運 輸 ㈱        　　　富山ショップ

㈱ ホ ク リ ュ ウ        北海道トナミ運輸㈱          東洋シンソウ㈱        
高 岡 通 運 ㈱        ㈱ ホ ク リ ュ ウ        ※関 連 会 社      

㈲北海道ｱﾛｰ運輸 高 岡 通 運 ㈱        東 砺 運 輸 ㈱        
㈱ ジ ェ ス コ        ワイ・ケイ物流㈱

      ㈲北海道ｱﾛｰ運輸                                             北海道トナミ運輸㈱          
                                    ㈱ ホ ク リ ュ ウ        

高 岡 通 運 ㈱        
㈱ ジ ェ ス コ        

                                                                                                ㈲北海道ｱﾛｰ運輸

高岡ケーブル
　ネットワーク㈱

      （注）１．子会社は全て連結しております。

　　　２．関連会社は全て持分法を適用しております。



－ ３ －

２．経 営 方 針

１．経営の基本方針

　　　当社は、「輸送を通じ社会に寄与し事業の発展をはかる」ことを経営理念とし、

　　お客様に「安全で確実で迅速なサービス」を提供することを通して事業の発展を

　　図り、株主の皆様への「適正で安定した配当」を継続することを経営の基本方針

　　としております。この方針に基づいて、常に企業価値の向上に努め、収益性を確

　　保し、その成果を、株主の皆様、お客様、取引先、従業員、社会へと適正に分か

　　ち合うことが当社の使命と考えております。

２．利益配分に関する基本方針

　　　当社は、自己資本の充実と将来への適切な投資が企業の永続的な発展には不可

　　欠であり、ひいては、そのことが株主の皆様の利益を確保することになると考え

　　ております。

　　　したがって、利益配分に関しては、必要な内部留保を確保し、財務の健全性を

　　維持しながら業績に応じた適正な配当を行うことを基本方針にしております。

　　　当期の配当につきましては、上記の方針に基づき、実施済みの中間配当１株当

　　たり3円を含め、年間6円の配当を予定しております。

３．目標とする経営指標

　　　当社グループは、営業収益経常利益率を重要な経営指標とし、昨今の経営環境

　　から、中期的な目標値として経常利益率 2.5%を目標としております。

　　　当期の営業収益経常利益率は2.4%となり、目標は達成できませんでしたが、

　　今後、営業収益の確保と運営効率化を更に進めることで、早期に目標が達成でき

　　る体質への転換を図る所存であります。

　　　さらに、経営の健全性指標である株主資本比率及び株主資本の運用効率性指標

　　である株主資本経常利益率を重要な経営指標とし、株主資本比率40%、株主資本

　　経常利益率6.5%を目標値として掲げております。

　　　当期は、株主資本比率が 39.1%、株主資本経常利益率が 6.0%となり、目標を達

　　成することはできませんでしたが、今後、さらに株主資本の効率的な運用と期間

　　業績の向上に努め、グループ企業をあげて目標の達成に取り組む所存であります。

４．会社の対処すべき課題と中長期的な経営戦略

　　　２１世紀を迎え、日本の社会は、政治や経済などあらゆる分野で、新たな成長

　　に向けた構造改革の必要性が叫ばれ、これまでの既成概念を超えた創造と破壊が

　　進む転換期に入っております。当業界でも例外ではなく、既に事業の縮小・撤退

　　や経営破綻に追い込まれる企業が出るなど再編・淘汰の時代に入っております。



－ ４ －

　　また、会計制度や商法の改正など、新しい社会に対応した制度やルールの整備が

　　進むとともに、企業倫理や環境・安全問題への対応など企業の果たすべき役割や

　　責任も変化しております。

　　　当社は、このような経営環境の変化に対応し、社会に信頼され必要とされる企

　　業として存続し続けるため、教育の強化とＩＴ化促進による「提供するサービス

　　の質的向上と運営効率化による競争力強化」と、グループ経営強化、リスク管理

　　体制の確立、環境・安全施策の強化など、「新しい時代に対応した経営改革と体制

　　整備」を進める「中期経営計画（平成１４年～平成１６年）」を策定致しました。

　　当社は、当面、この計画を具体化としてくことを最重要課題として取り組むこと

　　にしております。

５．経営管理組織の整備等に関する施策

　　　当社は、経営環境の変化に迅速に対応するため、平成１３年６月に取締役を

　　２０名から１５名へと５名削減するとともに、ブロック数を１５ブロックから

　　１２ブロックに再編し、ブロック長の支店長兼務を廃止して、意思決定の迅速化

　　と業務運営の強化を図りました。また、営業第一本部と営業第二本部を営業本部

　　として統合するとともに、ロジスティクス推進本部をシステム物流本部として改

　　組して東京に集約し、システム物流事業の営業体制を強化致しました。

　　　また、当社の監査役につきましては、取締役会、その他の重要な会議に出席す

　　る他、当社の業務執行状況や財務状況の調査をはじめ、その適法性や妥当性を監

　　査する機関として、日常的に調査を実施しております。また、当社監査役、子会

　　社監査役、社内監査部門、会計監査人との連携強化を図り、グループ監査体制の

　　充実を図っております。

　　　今後も、コーポレートガバナンスの充実を図るための経営管理組織の在り様に

　　ついて検討を進め、実行していくことにしております。



－ ５ －

３．経営成績及び財政状態

１．経営成績

　　　当期の日本経済は、デフレ基調で物価の下落が続く中、ＩＴバブル崩壊や米国

　　同時多発テロ事件などの影響を受けて輸出や個人消費が大きく減少するとともに、

　　不良債権処理が加速したことで景気は後退色を強めながら推移致しました。

　　この結果、企業業績は急速に悪化するとともに、民間設備投資の減少、雇用環境

　　の悪化、株価下落など、日本経済はかつてない厳しい状況で推移致しました。

　　　また、国内貨物輸送量は、景況を反映して、生産関連貨物や建設関連貨物を中

　　心に低調に推移した結果、２年連続のマイナスと予測されております。

　　　このような中で、当社は、平成１３年６月に経営管理組織を改正し、経営の効

　　率化と営業体制の強化を図りました。また、グループ企業をあげて、輸送品質の

　　更なる向上に取り組むとともに、営業開発強化による新規顧客の獲得、共同配送

　　システムや機密文書リサイクルシステムなどの付加価値輸送商品の拡販、最適物

　　流システムを提案するシステム物流事業の拡大に取り組んだ結果、連結営業収益

　　では1,185 億 15百万円（前年同期比 100.3%)となりました。

　　　また、内部運営面では、戦力有効利用による生産性向上と委託費用の圧縮など、

　　グループ企業をあげてコスト削減に取り組んだ結果、連結経常利益は 28億 44 百

　　万円（前年同期比101.2%）となりました。

　　　また、株式相場の下落による投資有価証券評価損の発生等により当期純利益は

　　7億20 百万円となりましたが、前年との比較では、95 億 6百万円の増益となりま

　　した。これは、前年度は、退職給付会計基準の改正に伴う変更時差異を一括償却

　　し、87 億 86百万円の当期損失となったことによるものであります。

　　　事業のセグメント別の内訳は、営業収益では、物流関連事業 1,066億 94 百万円

　　（前年同期比 97.8%）、その他事業159億 76 百万円（前年同期比 120.9%）となり、

　　営業利益では、物流関連事業 14億 24百万円（前年同期比108.1%）、その他事業

　　11億 73百万円（前年同期比 93.3%）となりました。

　　　単体の業績は、営業収益 984 億 62百万円（前年同期比98.0%）、経常利益23億

　　51百万円（前年同期比106.6%）、当期純利益5億78百万円となりました。

　　　なお、当期における事業所の新設、増設はありません。

　　　次期の見通しにつきましては、日本経済は、輸出環境に回復の兆しがみえるも

　　のの、デフレ進行と不良債権問題などの日本経済の構造的課題への懸念や国内需

　　要の回復が期待できないことなどから、当面は後退局面が続き、２年連続のマイ

　　ナス成長になると予測されております。

　　　また、国内貨物輸送量も、設備投資や個人消費などの内需の低迷と産業の空洞

　　化が進む中で、総じて低調な荷動きが予測されており、３年連続でマイナスにな

　　ると見られております。



－ ６ －

　　　一方、業界では、環境や安全に対する社会的規制強化、中東の政情不安に端を

　　発する燃料価格高騰懸念、退職給付費用増加への対応など、対処すべき課題が山

　　積しており、来期の経営環境は、更に厳しさを増すものと思われます。

　このような中で、当社は、平成１４年度を初年度とする第１６次中期経営計画

「事業改革３ヶ年計画(平成１４年４月～平成１７年３月)」を策定し、本年４月

にスタ－ト致しました。本年は、３ヶ年計画の初年度にあたりますが、逐次、計

画の具体化を進めることを柱として運営し、営業収益の確保と収益力の向上に、

グループ企業をあげて取り組むことと致しております。

　また、当社は平成１２年度の退職給付会計の導入により生じました変更時差異

を一括処理致しましたが、その後の株式市場の低迷や低金利が続いたことにより

年金資産運用が振るわず、毎年新たな費用負担が発生する状況が続いております。

このため平成１４年度の上期中に厚生年金基金の代行部分の返上及びこれに合わ

せた退職金制度の改正や、退職給付債務計算の基礎率などの見直しを行い、早急

に企業業績が本業以外の要因に左右されない安定的な経営体質や企業会計の健全

性を保つための施策を、実行に移すことを予定しております。

　次期の業績につきましては、営業収益1,185 億円（前年同期比100.0%）、経常

利益29億円（前年同期比102.0%）、当期利益14 億円（前年同期比194.3%）を見

込んでおります。

２．財政状態

　　　当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」）は、主

　　に営業活動での資金の増加によるものであります。その結果、資金残高は、前連結会

　　計年度末と比べ 3,986 百万円増加し、当連結会計年度末には 15,172 百万円となって

　　おります。

　〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕

　　　営業活動による資金の増加は、6,180 百万円（前連結会計年度比 107 百万円減少）

　　となっております。これは主に税金等調整前当期純利益 1,759 百万円、減価償却費

　　3,302 百万円等によるものであります。

　〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕

　　　投資活動による資金の減少は、1,097 百万円（前連結会計年度比 2,684 百万円減少）

　　となっております。これは主に有形固定資産の取得による支出 1,648 百万円及び、有

　　価証券の売却による収入 802 百万円との差額によるものであります。

　〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕

　　　財務活動による資金の減少は、1,096 百万円（前連結会計年度比 12,573 百万円増加）

　　となっております。これは主に長期借入金の返済による支出 1,135 百万円によるもの

　　であります。 尚、前連結会計年度比の増加については、主に前期の社債の償還によ

　　る支出 18,823 百万円によるものであります。



連 結 貸 借 対 照 表
平成14年3月31日現在

(単位:百万円・未満切捨)

金　　額 構成比 金　　額 構成比

％ ％

(資 産 の 部)

40,245        33.3 37,582        31.1 2,662 

現 金 及 び 預 金 8,182         5,348         2,834 

受 取 手 形 5,141         5,864         △     722 

営 業 未 収 金 15,879        16,504        △     624 

有 価 証 券 7,823         7,051         771 

た な 卸 資 産 602           572           29 

繰 延 税 金 資 産 800           610           189 

そ の 他 の 流 動 資 産 1,890         1,708         182 

貸 倒 引 当 金 △      76 △      78 1 

80,513        66.7 83,113        68.9 △   2,599 

(    65,330) (54.1) (    67,159) (55.7) (△   1,829)

建 物 及 び 構 築 物 22,719        23,590        △     871 

機械装置及び運搬具 4,349         5,308         △     958 

土 地 37,643        37,643        -             

建 設 仮 勘 定 1 0 1 

その他の有形固定資産 616           616           △       0 

(       643) ( 0.5) (       973) ( 0.8) (△     330)

連 結 調 整 勘 定 3             311           △     307 

その他の無形固定資産 639           662           △      23 

(    14,540) (12.1) (    14,979) (12.4) (△     439)

投 資 有 価 証 券 5,638         6,262         △     624 

繰 延 税 金 資 産 4,187         3,656         530 

そ の 他 の 投 資 5,168         5,380         △     211 

貸 倒 引 当 金 △     454 △     320 △     134 

120,758       100.0 120,695       100.0 63 資 産 合 計

増 減 金 額科　　　　　目
当連結会計年度 前連結会計年度

流 動 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 等

－ ７ －



(単位:百万円・未満切捨)

当連結会計年度 前連結会計年度

金　　額 構成比 金　　額 構成比

％ ％

( 負 債 の 部 )

34,184        28.3 34,113        28.3 70 

支 払 手 形 569           688           △    118 

営 業 未 払 金 8,965         9,630         △    665 

短 期 借 入 金 15,809        15,639        169            
1 年 以 内 返 済 予 定
長 期 借 入 金

781           979           △    197 

未 払 法 人 税 等 1,020         485           535 

未 払 消 費 税 等 676           583           93 

賞 与 引 当 金 1,371         1,372         △      0 

設 備 支 払 手 形 5             158           △    153 

その他の流動負債 4,983         4,576         407 

38,802        32.1 38,876        32.2 △     74 

社 債 7,000 7,000          -              

長 期 借 入 金 3,495         4,111         △    616 

再評価に係る繰延税金負債 5,639         5,639         -              

退 職 給 付 引 当 金 22,495        21,969        526            

その他の固定負債 170           155           15 

72,986        60.4 72,989        60.5 △      3 

(少数株主持分)

603           0.5 593           0.5 9 

14,182        11.8 14,182        11.7 -              

14,687        12.2 14,687        12.2 -              

7,872         6.5 7,872         6.5 -              

10,306        8.5 10,238        8.5 68 

122           0.1 132           0.1 △      9 

△      2 △ 0.0 △      0 △ 0.0 △      1 

47,169        39.1 47,112        39.0 56 

120,758       100.0 120,695       100.0 63 

資 本 合 計

負債、少数株主持分及び
資 本 合 計

固 定 負 債

連 結 剰 余 金

自 己 株 式

負 債 合 計

( 資 本 の 部 )

再 評 価 差 額 金

資 本 金

少 数 株 主 持 分

その他有価証券評価差額金

科　　　　　目 増 減 金 額

流 動 負 債

資 本 準 備 金

－ ８ －



連　結　損　益　計　算　書
自平成13年4月1日  至平成14年3月31日

(単位:百万円・未満切捨)

金 額 百分比 金 額 百分比

％ ％ ％

営 　　業　 　収 　　益 118,515      100.0 118,166       100.0 348 0.3

営　　 業　 　原 　　価 110,301      93.1 109,672       92.8 629 0.6

営 業 総 利 益 8,213        6.9 8,493         7.2 △     280 △  3.3 

5,754        4.8 6,089         5.2 △     334 △  5.5 

営 業 利 益 2,458        2.1 2,404         2.0 54 2.3 

営 　業　 外　 収　 益 841 0.7 901 0.8 △      59 △  6.6 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 228           336           △     108 

有 価 証 券 売 却 益 1             48            △      46 

家 賃 収 入 200           200           0 

連 結 調 整 勘 定 償 却 額 7             -             7 

持分法による投資利益 134           86            47 

そ の 他 の 収 益 269           229           40 

営 　業 　外 　費　 用 456 0.4 494 0.4 △      38 △  7.8 

支 払 利 息 423           466           △      42 

そ の 他 の 費 用 32            28            4 

経 常 利 益 2,844         2.4 2,810         2.4 33 1.2 

特　　 別　　 利　　 益 158 0.1 86 0.1 72 83.5 

固 定 資 産 売 却 益 14            25            △      10 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 137           26            110 

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 4             24           △      19 

そ の 他 の 特 別 利 益 1             10            △       8 

特　　 別　　 損　　 失 1,243 1.0 17,857 15.2 △  16,614 △ 93.0 

固定資産売却及び除却損 121           252           △     131 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 556           428           128 

投 資 有 価 証 券 売 却 損 3             3             △       0 

役 員 退 職 慰 労 金 122           9             112 

連 結 調 整 勘 定 償 却 額 314           -             314 

退職給付会計基準変更時差異 -             16,916        △  16,916 

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 123           234           △     111 

そ の 他 の 特 別 損 失 1             12           △      10   

税金等調整前当期純利益 1,759 1.5 △  14,960 △12.7 16,719 -      

法人税、住民税及び事業税 1,726         1.5 1,409         1.2 316          22.5 

法 人 税 等 調 整 額 △     707 △ 0.6 △   7,525 △ 6.4 6,817 △ 90.6 

少 数 株 主 損 益 20 0.0 △      57 △ 0.1 78 △135.3 

720 0.6 △   8,786 △ 7.4 9,506 -      

 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

当 期 純 利 益

対前期比科 目
当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

増 減 金 額

－ ９ －



連 結 剰 余 金 計 算 書

(単位:百万円・未満切捨)

当 連 結 会 計 年 度 前 連結 会計 年度

金 額 金 額

10,238           19,540          △  　9,302 

(          -)      (        148)    (△      148)     

-                148             △      148 

(        651)     (        665)    (△       13)     

配 当 金 586              586             △        0 

役 員 賞 与 65               77              △       12 

持 分 増 加 に 伴 う 減 少 高 -                1               △        1 

720              △　　8,786     9,506 

10,306           10,238          68 

科 目 増 減 金 額

当 期 純 利 益

連 結 剰 余 金 期 末 残 高

連 結 剰 余 金 期 首 残 高

連 結 剰 余 金 増 加 高

再評価差額金取崩に伴う増加高

連 結 剰 余 金 減 少 高

－ １０ －



当連結会計年度 前連結会計年度

金      額 金      額

Ⅰ  
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,759 △  14,960 16,719
減 価 償 却 費 3,302 4,081 △     778
有 形 固 定 資 産 除 売 却 損 益 106 227 △     121
有 価 証 券 売 却 損 益 2 △      40 42
投 資 有 価 証 券 売 却 損 益 △     134 △      23 △     110
投 資 有 価 証 券 評 価 損 556       428       128
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 123 234 △     111
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 307 19 287
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 △     134 △      86 △      47
貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 132 239 △     106
退 職 給 与 引 当 金 の 増 減 額 -        △   4,737 4,737
退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 526 21,969 △  21,442
賞 与 引 当 金 の 増 減 額 △       0 △     277 277
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △     228 △     336 108
支 払 利 息 421 466 △      44
売 上 債 権 の 増 減 額 1,347 △     640 1,987
た な 卸 資 産 の 増 減 額 △      29 △      46 16
仕 入 債 務 の 増 減 額 △     783 810 △   1,594
未 払 消 費 税 等 の 増 減 額 93 △      69 162
そ の 他 197 1,319 △   1,122

小          計 7,564 8,575 △   1,010
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 228 336 △     108
利 息 の 支 払 額 △     421 △     466 44
法 人 税 等 の 支 払 額 △   1,190 △   2,157 966

    営業活動によるキャッシュ・フロー 6,180 6,288 △     107
Ⅱ 

定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △     494 △     356 △     138
定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 568 619 △      50
有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △     199 △   2,187 1,988
有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 802       8,999     △   8,197
有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △   1,648 △   5,297 3,649
有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 84 627 △     542
投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △     755 △     598 △     157
投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 777 321 456
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入 -        14 △      14
貸 付 に よ る 支 出 △     651 △     751 100
貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 589 798 △     209
そ の 他 △     170 △     601 430

    投資活動によるキャッシュ・フロー △   1,097 1,587 △   2,684
Ⅲ 

短 期 借 入 金 の 純 増 減 額 △     118 2,157 △   2,275
長 期 借 入 に よ る 収 入 742 4,746 △   4,004
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △   1,135 △   1,165 30
社 債 の 償 還 に よ る 支 出 -        △  18,823 18,823
配 当 金 の 支 払 額 △     578 △     578 0        
少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △       8 △       8 -        

    財務活動によるキャッシュ・フロー △   1,096 △  13,670 12,573
Ⅳ  -        -        -        
Ⅴ 3,986 △   5,794 9,780
Ⅵ 11,186 16,980 △   5,794
Ⅶ 15,172 11,186 3,986

(単位:百万円・未満切捨)

科                                  目

自平成13年 4月 1日  至平成14年 3月31日

連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

増 減 金 額

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高

－１１ －



－ １２ －

◎連結財務諸表作成の基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

      連結子会社  ………  ２５社

        主要会社名 関東トナミ運輸㈱、呉西トナミ運輸㈱、大阪トナミ運輸㈱、

                        日本運輸㈱、トナミ商事㈱、東洋ゴム北陸販売㈱

      子会社２５社につきましては、すべて連結しております。

２．持分法の適用に関する事項

      持分法適用関連会社  ………  ９社

        主要会社名 エアボーンエクスプレス㈱、東砺運輸㈱、ワイ・ケイ物流㈱

　　　（除　　　外）　　当連結会計年度より持分法の適用から外れた1社

　　　　　　　　　　　　和田トナミ物流㈱

      関連会社９社につきましては、すべて持分法を適用しております。

３．連結子会社の事業年度に関する事項

      連結子会社の事業年度は、連結財務諸表提出会社と同じであります。

４．会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

      ①有価証券

    その他有価証券

      時価のあるもの…当連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法

                      （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法

                        により算定しております。）

      時価のないもの…移動平均法による原価法

②たな卸資産……………主として最終仕入原価法による原価法、一部個別法による原価法を

                      採用しております。

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

      ①有形固定資産       ………定率法によっております。

    ただし、建物及び構築物については、定額法によっております。

　　　　　　　　　　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　建物及び構築物　　　……　２年～５０年

　　　　　　　　　　　　　　　機械装置及び運搬具　……　２年～１５年

      ②無形固定資産       ………残存価額を零とする定額法

    なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能

                            期間(5年)に基づく定額法によっております。



－ １３ －

（３）重要な引当金の計上基準

      ①貸 倒 引 当 金       ………一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

                            については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

                            おります。

      ②賞 与 引 当 金       ………従業員の賞与の引当として支給見込額基準により計上しております。

      ③退職給付引当金………従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給

                            付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

                            数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平

　　　　　　　　　　　　　　均残存勤務期間以内の一定の年数（１２年）による定額法により按

　　　　　　　　　　　　　　分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することと

　　　　　　　　　　　　　　しております。

（４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

        外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末日の直物為替相場により円建に換算し、換算差額

      は損益として処理しております。

（５）重要なリース取引の処理方法

        リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取

      引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（６）その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

        消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

５．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

      連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引

    き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

    わない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。



－ １４ －

◎ 注記事項

（ 連結貸借対照表関係 ）
  （当連結会計年度） （前連結会計年度）

  １．有形固定資産減価償却累計額 49,512 百万円 49,417 百万円

 ２．担保資産及び担保付債務             

     担 保 提 供 資 産            

       有 形 固 定 資 産           

         建 物             3,685 百万円         3,774 百万円

         車 両 運 搬 具          28 百万円  95 百万円

         土 地           19,445 百万円 19,406 百万円

         投 資 有 価 証 券               220 百万円 368 百万円

           合           計      23,378 百万円 23,644 百万円

     担保資産に対応する債務            

       短 期 借 入 金               4,661 百万円 4,495 百万円

       長 期 借 入 金           2,348 百万円 2,646 百万円

 ３．保 証 債 務             1,608 百万円 1,955 百万円

 ４．受 取 手 形 割 引 高             319 百万円 354 百万円

 ５．受 取 手 形 裏 書 譲 渡 高             79 百万円 32 百万円

６．土地再評価法の適用について

     土地の再評価に関する法律(平成 10 年 3月 31日公布法律第 34号)に基づき、事業用の

   土地の再評価 を行い、再評価差額金を資本の部に計上しております。

     ・再評価の方法

         土地の再評価に関する法律施行令(平成 10 年 3月 31日公布政令第 119号)第 2条第

       3 号に定める地方税法第 341 条第 10 号の土地課税台帳又は、同条第11 号の土地補充

       課税台帳に登録されている価格に合理的な調整を行って算出しております。

     ・再評価を行った年月日                  平成 12 年 3月 31日

     ・再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

 （当連結会計年度） （前連結会計年度）

                                           4,417 百万円 2,593 百万円

 ７．連結会計年度末日満期手形

       連結会計年度末日満期手形の会計処理については、当連結会計年度の末日は金融機関の

     休日でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理しております｡

       当連結会計年度末日満期手形の金額は、次のとおりであります。

 （当連結会計年度） （前連結会計年度）

                     受 取 手 形         526 百万円 578 百万円

                     支 払 手 形 47 百万円 65 百万円



－ １５ －

 （ 連結損益計算書関係 ）

（当連結会計年度） （前連結会計年度）

１．特 別 利 益       

　　固定資産売却益 主なものは車両の売却に

よるものであります。

主なものは土地の売却に

よるものであります。

２．特 別 損 失       

　(1)固定資産売却及び除却損 主なものは車両の売却に

よるものであります。

主なものは車両の売却に

よるものであります。

　(2)連結調整勘定償却額 子会社株式の簿価に評価

減を適用したことによる

一時償却額であります。

（ 連結キャッシュ・フロー計算書関係 ）

   現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目と金額との関係

                               （当連結会計年度） （前連結会計年度）

 現 金 及 び 預 金 勘 定                           8,182 百万円 5,348 百万円

 預 入 期 間 が3ヶ月を超える定期預金                       △    333 百万円 △    408 百万円

   有 価 証 券 勘 定                          7,823 百万円 7,051 百万円

 償 還 期 間 が 3 ヶ 月 を 超 え る 債 券 等                       △    499 百万円  △  　805 百万円

  現金及び現金同等物                           15,172 百万円 11,186 百万円
  



１．事業の種類別セグメント情報 （単位：百万円・未満切捨）

当　連　結　会　計　年　度

物流関連事業 そ の他 事業 計 消去又は全社 連 結

営　業　収　益

 営業収益

 営業収益又は振替高

計 106,694    15,976     122,671    (     4,156) 118,515    

営 業 費 用 105,270    14,802     120,072    (     4,016) 116,056    

営 業 利 益 1,424      1,173      2,598      (       139) 2,458      

及び資本的支出

資 産 90,703     8,103      98,807     21,951     120,758    

減 価 償 却 費 3,135      179        3,314      11 3,302      

資 本 的 支 出 1,396      278        1,675      9          1,666      

前　連　結　会　計　年　度

物流関連事業 そ の他 事業 計 消去又は全社 連 結

営　業　収　益

 営業収益

 営業収益又は振替高

計 109,051    13,219     122,271    (     4,104) 118,166    

営 業 費 用 107,733    11,961     119,694    (     3,932) 115,762    

営 業 利 益 1,318      1,257      2,576      (       172) 2,404      

及び資本的支出

資 産 96,148     8,958      105,106    15,588     120,695    

減 価 償 却 費 3,948      143        4,092      10 4,081      

資 本 的 支 出 4,750      147        4,898      16         4,881      

(1)外部顧客に対する

(2) ｾ ｸ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ 間 の 内 部

(2) ｾ ｸ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ 間 の 内 部

2.資 産･減 価 償 却 費

－         118,166    

1.営業収益及び営業損益

1.営業収益及び営業損益

109,040    

－         118,515    

(     4,156) －         

(1)外部顧客に対する 106,678    11,836     118,515    

9,125      118,166    

16         4,139      4,156      

セ グ メ ン ト 情 報

（注）（１）事業区分の方法
　　　　当社の事業区分の方法は、物流に関連する事業としての物流関連事業とそれ以外の事業としての
　　　その他事業にセグメンテーションしております。

10         －         (     4,104)4,104      4,093      

2.資 産･減 価 償 却 費

－ １６ －



－  １７ －

　

　　　　　　（２） 各事業区分の主要な事業収入

事　業　区　分 営　業　収　益　区　分

物流関連事業

　貨物自動車運送事業収入

　貨物運送取扱事業収入

倉庫業収入

港湾運送事業収入

その他事業      

　自動車修理業収入

　損害保険代理業収入

　物品販売ならびに委託売買業収入

　総合リース業収入

　旅行業収入

ダイレクトメール業収入

旅館業収入

その他事業収入

（３） 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、

親会社本社の総務部門、財務部門に係る費用であります。

当連結会計年度 190百万円

前連結会計年度 204百万円

（４） 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での

余資運用資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理

部門に係る資産等であります。

当連結会計年度 28,181百万円

前連結会計年度 22,981百万円

　　　　　２．所在地別セグメント情報

　　　　　　　在外連結子会社がないため、記載しておりません。

　　　　３．海外売上高

　　　　　　　海外売上高がないため、記載しておりません。



－ １８ －

リース取引関係

　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

１．借手側

（当連結会計年度） （前連結会計年度）

 機械装置等  機械装置等

（１）取 得 価 額 相 当 額             9,119 百万円 5,921 百万円

　　　減 価 償 却 累 計 額 相 当 額             2,700 百万円 1,322 百万円

　　　期 末 残 高 相 当 額             6,419 百万円 4,599 百万円

（２）未経過リース料期末残高相当額

１年以内 1,678 百万円 1,074 百万円

１年　超 4,740 百万円 3,524 百万円

　 計 6,419 百万円 4,599 百万円

（３）支払リース料（減価償却費相当額） 1,428 百万円 656 百万円

（４）減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

　　によっております。

（５）上記注記は、有形固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高相当額の割合が

　　低いため、支払利子込み法によっております。

２． 貸手側

（当連結会計年度） （前連結会計年度）

 機械装置等  機械装置等

（１）取 得 価 額             58 百万円 95 百万円

　　　減 価 償 却 累 計 額              56 百万円 45 百万円

　　　期 末 残 高             1 百万円 49 百万円

（２）未経過リース料期末残高相当額

１年以内 1 百万円 16 百万円

１年　超 －百万円 33 百万円

　 計 1 百万円 49 百万円

（３）受取リース料 12 百万円 13 百万円

（４）減価償却費 11 百万円 11 百万円

（５）上記注記は、営業債権等の期末残高に占める未経過リース料期末残高相当額及び見積残存

　　 価額の残高の合計額の割合が低いため、受取利子込み法によっております。

関連当事者との取引関係

     該当事項はありません｡



－ １９ －

税効果会計関係

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（当連結会計年度） （前連結会計年度）

   繰延税金資産

   賞与引当金損金算入限度超過額          384 百万円 260 百万円

退職給付引当金損金算入限度超過額 8,090 百万円 7,684 百万円

その他 322 百万円 190 百万円

 繰延税金資産小計 8,797 百万円 8,135 百万円

 評価性引当額 － －

 繰延税金資産合計 8,797 百万円 8,135 百万円

 繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △   87 百万円 △　 94 百万円

 固定資産圧縮積立金 △3,722 百万円 △3,772 百万円

 繰延税金負債合計 △3,810 百万円 △3,867 百万円

 繰延税金資産の純額 4,987 百万円 4,267 百万円

 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、

   当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

（当連結会計年度） （前連結会計年度）

 法定実効税率                        41.59％

　（ 調 整 ）

     交際費等永久に損金に算入されない項目       3.96％

     受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △  2.46％

     住民税均等割等                            11.48％

　　 持分法による投資利益 △　3.18％

     その他                                  6.49％

   税効果会計適用後の法人税等の負担率           57.88％



－ ２０ －

有価証券関係

当連結会計年度（平成14年 3月 31日現在）

  １．その他有価証券で時価のあるもの
(単位：百万円・未満切捨)

種      類 取 得 原 価
連結貸借対照表

計 上 額       
差     額

（１）株 式     1,408 1,898     490

（２）債 券     

        社    債

        そ の 他

  145

   －

  146

   －

      1

     －

（３）そ の 他        53    58       5

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの           

小   計 1,606 2,103     496

（１）株 式     1,336 1,079 △  256

（２）債 券     

        社    債

        そ の 他

  184

  412

  180

  410

△    3

△    1

（３）そ の 他       110    86 △   23

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

小   計 2,043 1,757 △  285

合             計 3,649 3,860     210

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成13年 4月 1日  至平成14年 3月 31日）
(単位：百万円・未満切捨)

売 却 額       売却益の合計額 売却損の合計額

1,600 138 3

３．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額            

                                                           (単位：百万円・未満切捨)

内     容 連結貸借対照表計上額

    その他有価証券

        非上場株式(店頭売買株を除く)

        ﾏﾈｰ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ等

        中 期 国 債 フ ァ ン ド          

        公 社 債 投 信          

        非 上 場 外 国 債 券          

1,977

2,221

2,902

2,200

  299

   

   

  ４．その他有価証券のうち満期があるものの債権の今後の償還予定額
(単位：百万円・未満切捨)

１年以内 １年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 10 年超

 債        権

   社      債

   そ  の  他

 －

508

312

202

20

－

－

－

合    計 508 514 20 －



－ ２１ －

前連結会計年度（平成13年 3月 31日現在）

  １．その他有価証券で時価のあるもの
(単位：百万円・未満切捨)

種      類 取 得 原 価
連結貸借対照表

計 上 額       
差     額

（１）株 式     2,034 2,661     627

（２）債 券     

        社    債

        そ の 他

  152

   －

  157

   －

      4

     －

（３）そ の 他        39    41       1

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの           

小   計 2,226 2,860     633

（１）株 式     1,143   797 △  345

（２）債 券     

        社    債

        そ の 他

   55

   15

   53

   15

△    1

     －

（３）そ の 他       205   145 △   59

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

小   計 1,419 1,013 △  405

合             計 3,645 3,873     227

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成12年 4月 1日  至平成13年 3月 31日）
(単位：百万円・未満切捨)

売 却 額       売却益の合計額 売却損の合計額

1,406 75 11

３．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額            

                                                           (単位：百万円・未満切捨)

内     容 連結貸借対照表計上額

    その他有価証券

        非上場株式(店頭売買株を除く)

        債 券          

        ﾏﾈｰ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ等

        中 期 国 債 フ ァ ン ド          

        公 社 債 投 信          

        ｺ ﾏ ｰ ｼ ｬ ﾙ ･ ﾍ ﾟ ｰ ﾊ ﾟ ｰ          

        非 上 場 外 国 債 券          

1,841

  200

2,145

2,102

2,000

  550

  601

   

  ４．その他有価証券のうち満期があるものの債権の今後の償還予定額
(単位：百万円・未満切捨)

１年以内 １年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 10 年超

 債        権

   社      債

   そ  の  他

223

555

168

610

20

－

－

－

合    計 778 778 20 －

デリバティブ取引

        該当事項はありません。



－ ２２ －

退職給付関係

 １．採用している退職給付制度の概要

　   　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度、厚生年金基金加算

     型制度及び適格退職年金制度を設けております。

 ２．退職給付債務に関する事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（当連結会計年度）　　（前連結会計年度）

 イ．退職給付債務　                         △53,570百万円       △52,235百万円

　 ロ．年金資産　　　　　　　　　　　　　　　　 25,339百万円　 　26,576百万円

　 ハ．未積立退職給付債務　　　　　　　　　　　 △28,231百万円 △25,658百万円

 　ニ．会計基準変更時差異の未処理額　　　　　　 －百万円 －百万円

　 ホ．未認識数理計算上の差異　　　　　　　　　　　5,735百万円 3,689百万円

　 へ．未認識過去勤務債務　 　　　　　　　　　　　－百万円 －百万円

　 ト．貸借対照表計上額純額　　　　　　　　　　 △22,495百万円　 △21,969百万円

 　チ．前払年金費用　　　　　　 　　　　　　　　　　　－百万円 －百万円

　 リ．退職給付引当金　　　　　　　 △22,495百万円　 △21,969百万円

 　（注）１．厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。

         ２．子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております｡

 ３．退職給付費用に関する事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（当連結会計年度）　　（前連結会計年度）

　 イ．勤務費用（注）　　　　　　　　　　　　　　　2,237百万円　 1,688百万円

　 ロ．利息費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,793百万円 1,742百万円

　 ハ．期待運用収益　　　　　　　　　　　 △1,055百万円 △1,159百万円

　 ニ．会計基準変更時差異の費用処理額　　　　　　　 －百万円 16,916百万円

　 ホ．数理計算上の差異の費用処理額　　　　　 307百万円　　　     －百万円

　 へ．過去勤務債務の費用処理額　　　 　　　　　　　　 －百万円 －百万円

　 ト．退職給付費用　　　　　　　　　　　　　　　 3,283百万円　 19,187百万円

   （注）１．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。

         ２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上し

             ております｡

 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

（当連結会計年度） （前連結会計年度）

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同　左

ロ．割引率 3.5% 同　左

ハ．期待運用収益率 4.0% 同　左

ニ．過去勤務債務の額の処理年数 － 同　左

ホ．数理計算上の差異の処理年数 12 年(各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数に

よる定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理することと

しております。)

12 年(発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により、翌期

から費用処理することとして

おります。)

ヘ．会計基準変更時差異の処理年数 － 1年



   (単位：百万円・未満切捨）

営 業 収 益 構成比 営 業 収 益 構成比

% % %

(  106,678) ( 90.0) (  109,040) ( 92.3) (△2,361) (△ 2.2)

91,882 77.5 93,434 79.1 △1,552 △ 1.7 

10,424 8.8 10,882 9.2 △  457 △ 4.2 

4,371 3.7 4,724 4.0 △  352 △ 7.5 

(   11,836) ( 10.0) (    9,125) (  7.7) (  2,710) 29.7 

118,515 100.0 118,166 100.0 348 0.3 

（注）その他事業欄には、自動車修理業、損害保険代理業、物品販売並びに委託売買業、 

 　　 総合リース業、旅行業、ダイレクトメール業、旅館業、その他事業の各収入を含   

      めて表示しております。

合 計

港 湾 運 送 事 業

貨 物 自 動 車 運 送 事 業
及び貨物運送取扱事業

倉 庫 事 業

事      業      別

物 流 関 連 事 業

そ の 他 事 業

事業別営業収益明細表

増減金額 対前期比
前 連 結 会 計 年 度当 連 結 会 計 年 度

－ ２３ －


